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　஛島はӅذ諸島の北西 157 キロにあり、19 05年に島ࠜ県に編入された二つのখ島とؠ঴からなる離
















ࠜ県の編入宣言から 100 年となる 2005 年に、島ࠜ県がこの 2 月 22 日を「஛島の日」とする県৚例が制
定したことに൓発。ຖ年この「஛島の日」の記念ࣜయには韓国からのデモୂがԡし寄せるなどしている。

































現を८って日本がそのӳ語表記を「c o m f o r t  wo m a n」としているのに対し、韓国は近年に入って「s e x  



























　これは国際的に「日本海」またはその同義語で一ൠ的に定ணしている海域のݺশを、その「J a p a n  
Se a」ではなく、別のものへと変ߋするよう、韓国と北ே઱が求めているݺশ問題である。
　日本海のݺশは、日本が࠯国状態にあった 19 世紀前半から国際的に定ணし認知されてきたが、韓国
が 19 9 2年に「第 6 回国連地名標४化会議」において、「日本海のݺশがී及したのは日本の拡ு主義や
২民地ࢧ഑の結果である」等と主ுしはじめたことで拡大した。元々「日本海」表記が通用しているの
は、IH O（国際水࿏機関）のʰ海洋と海のڥ界（Li m i t s  o f  O c e a n s  a n d  Se a s）ʱ の 19 29年の初版に基づき、
国際社会が各海域の表示をҡ持していることによる。そのため韓国は、19 9 7年からは IH Oの場でも、「大
洋と海のڥ界」が定める日本海（J a p a n  Se a）のݺশに「東海（lEa s t  Se az）」を併記すべきとの主ுを展
開しているが、「東海」の୯ಠ表記はࠔ難であるとの現実的൑断により、2002 年からは東海と日本海の
名শ併記を要求している。「東海」という海域名は日本海以外の海域でも多く見られることもあり、特
に韓国ではே઱半島を取りרく海を、韓国を中心にしてその方角に応じ「西海（So h a e）」、「南海（Na m -
h a e）」、「東海（Do n g h a e / To n g h a e）」とݺΜでいることからも、この主ுの限界性はある程度自֮されて
いるとࢥわれる。たとえば韓国がվশを主ுしているのが日本海のみであることからも、そこには「歴





































　パブリック・ディプロマシ （ーPu b l i c  Di p l o m a c y）は 19 65年にアメリカのΤドムンド・ガリオン（Ed m u n d  

















































構վֵに際に「広報文化交流部」を新設し、そのӳ語名として「Pu b l i c  Di p l o m a c y  De p a r t m e n t」を෇した。
その後、元々は海外広報を所管していた総合計画課を฼体として広報文化外交戦略課（Pu b l i c  Di p l o m a -

























当面 48 か所までの増設がうたわれている。また韓国国際交流財ஂの海外事務所は海外 7 か所に置かれ
ている他15、教ҭ部参加の韓国教ҭ院が 17 カ国 37 か所に設置されており16、ࡏ外同๔をؚΉ現地市民
への韓国語教ҭと文化঺հなどを実施している。さらにখ規模かつ韓国文化院内に設置されているケー
スも多いが、文化体ҭ館観光部が管׋する世फ学ಊが 57 ϲ国 144 か所に開設されており、いずれもパ














ࡏ外公館 266 か所 ࡏ外公館 184 か所
広報文化センター˞2 27 か所 韓国文化院˞4 29 か所
国際交流基金海外事務所˞3 24 か所 韓国国際交流財ஂ海外事務所 7 か所
韓国教ҭ院 37 か所
世फ学ಊ 144 か所

























































































ドンの 2 都市を中心として」における中間発表として、2016 年 11 月 12 日韓国・仁川広域市で開催され
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